
に該当するに至ったと絡めるときは、指定調査  

機関に対し、調査事務の運営を改善するために  
旨 旨  必要な措置を採るべきことを命ずることができ  

る。  

（指定調査機関の業務の休廃止の許可の公示）  

第37条の9都道府県知事は、法第115粂の  
35の許可をしたときは、その旨を公示しなけ  

冒  

ればならない。  

邑  
（指定調査機関の指定の取消し等）   

第37条の10都道府県知事は、指定調査機関  
が次の各 号のいずれかに該当するときは、当該  

指定調査機関に対し、その指定を取り消し、又  
は期間を定めて調査事務の全部若しくは一部の  
停止を命ずることができる。  
一指定調査機関が、不正の手段により、法第   

ぎ  

115条の30第1項の指定を受けたとき。  
二指定調査機関が、第37条の3第1号、第  

5号、第7号及び第8号のいずれかに該当す  
るに至ったとき。  

三指定調査機関が、第37粂の4第2項又は  
第37粂の6第1項の規定に違反したとき。  

四指定調査機関が、第37粂の5第3項、第  
37条の6第2項又は第37条の8の規定に  
よる命令に違反したとき。  

旨  
五指定調査機関が、節37条の6第1項の認  

可を受けた調査事務規程によらないで調査事  

務を行ったとき。  
六指定調査機関が、調査事務に閲し著しく不  

適当な行為をしたとき。  

曽  
2都道府県知事は、前項の規定により措定を取  

り消し、又は調査事務の全部若しくは一一部の停   

Ⅷ   止を命じたときは、その旨を公示しなければな  

らない。   

（帳辞の傭付け等）  

第115条の33 指定調査機関は、厚生労働省  ㌻で定雄〕るところにより、調査事務に関する事  （Ⅶ）      （法第115粂の33の厚生労働省令で定める   

ー
一
〇
阜
－
 
 
 



（＼’1り 厚ノ【二労働省令で定めるものを記載  第140条の40 法第1．1．5条のこi3の厚生   
′■・二帳簿を備え、保存しなければならない．  労働省令で定める事項は次に掲げるものとす  

る。  
－、・一調査を行った年月日  

二調査を行った介護サーービス事業者の名称  

三調査を行った調査員の氏名  

2前項各号に掲げる事項が、電子計算機に備  

えられたファイル又は磁気ディスクに記録さ  
れ、必要に応じ指定調査機関において電子計  

算機その他の機器を用いて明確に紙面に表示  
されるときは、当該記録をもって、帳簿への  
記載に代えることができる。  

3指定調査機関は、帳簿（前項の規定による  
記録が行われた同項のファイル又は磁気ディ  

スクを含む。）を調査事務の全部を廃止するま  
で保存しなければならない。   

甘等）  

15窯甘）こト1都道府県知事は、調査事務の  
l仁か・／つ適確な実施を確保するた拭）必要がある  

．；一ご用〕ろときは、指定調査機関に対し、調査事  
に閏し必要な報告を求ゼ）、又は当該職員に関  

l隼に対して質問させ、若しくは指定調査機関  
車務所に＼り二）入り、その設備若しくは帳簿書  
そ〃他の物件を検査させることができる。  

第24条第3項の規定は前項の規定による質  

又は検査に一■〕いて、同条第4項の規定は前項  
川音：に上る権限について準用する。   

iかノ州く廃山等）  

15条し′）こう5指定調査機関は、都道府県知  
山許可を宝けなければ、調査事務の全部又は  

∴▼lほ・休1i二し、又は廃止してはならない。  

心情報公羞センター州の指定）   

l  

t  （Ⅷ）   

i5条（／）36 都道府県知二部は、その指定す  ：（参考）準用規定の内容  ；  

l  

l  

－
」
n
川
－
 
 
 



第140粂の44 法第115条の36第1項  の厚生労働省令で定める事務は 

、次に掲げる   

ものとする。   
一  介護サービス情報の報告の受理に関する  

事務   

二 介護サービス情報の公表に関する事務   
三 法第115粂の30第1項の指定に係る  

審査に関する事務  

：（指定情報公表センターの指定等）  

滞37条の11において準用する37粂の3；  
：都道府県知事は、指定情報公表センター（法：  
‡第115粂の36第1項に規定する指定情報；  
：公表センターをいう。以ド同じ。）の指定の申：  
‡請があった場合において、次の各号のいずれ：  
：かに該当するときは、その指定をしてはなら：  
；ない。この場合において、指定に関して必要；  
：な手続は、厚生労働省令で定める。  

・－  申請者が法人でないとき。  

：二 申請者が、情報公表事務（法第115条：  
； の30第1項に規定する情報公表事務をい；  
： う。以下同じ。）を公正かつ適確に実施する：  

‡ に足りる経理的基礎及び技術的能力を有す：  
： るものとして（⑫）厚生労働省令で定める；  

に、介護サービス情報の報 告の受理及び公表並  
びに指定調査機関の指定に関する事務で （Ⅷ）  
厚隼労働省令で定めるもの（以下「情報公表事  

携lという。）の全部又は一部を行わせること  
かできる。  

（参考）準用規定の内容  

：（指定情報公表センターの指定の申請）：  

：第140条の48において準用する第140：  
：条の35 法第115条の36第1項の指：  
【定を受けようとする者は、その公表を行お：  
：うとする介護サービスの種類ごとに、次に；  
：掲げる事項を記載した申請書又は書類を都：  

；道府県知事に提出しなければならない。 
－一  申請者の名称及び主たる事務所の所在：  

： 地並びにその代表者の氏名及び住所 ：  
；二 情報公表事務（法第115粂の30鰍  
；1項に規定する情報公表事務をいう。以；  
t   下同じ。）を行う事務所の名称及び所在地：  
三 申請者の定款、寄付行為及びその登軒 l  
： 事項証明書又は条例等  
四 当該申請に係る事業の開始予定年朋； l  
．五 当該申請の目の属する事業年度の直前：  

； の事業年度の貸借対照表及び損益計算書；  

六 当該申請の日の属する事業年度及び翌：  
一 事業年度の事業計画書及び収支予算書：  

七 当該申請に係る意思の決定を証する書：  
！ 類  

：八 役員の氏名及び経歴、法人の種類に応：  

…  じて次粂第2項各号に定める構成員の氏；  

： 名（構成員が法人である場合には、その：  
i 法人の名称）並びに構成員の構成割合：  
：九 現に行っている業務の概要を記載した：  

… 書類  
：十 情報公表事務の実施の方法に関する計：   

基準に適合していないとき。   
申請者の役員又は法人の種類に応じて  

（⑬）厚生労働省令で定める構成員若しく  
： は職員の構成が情報公表事務の公正な実施：  
； に支障を及ぼすおそれがあるとき。   
：四 前号に定めるもののほか、申請者が、情；  
； 報公表事務が不公正になるおそれがないも；  

： のとして（⑭）厚生労働省令で定める基準：  
； に適合していないとき。  
：五 申請者が、法の規定により刑に処せられ：  
‡ その執行を終わり、又は執行を受けること…  
： がなくなった日から起算して2年を経過し：  
； ない者であるときt，  
：六 申請者が、第37粂の］＿0第1項の規定：  

； により指定情報公表センターの指定を取り；  

： 消され、その取消しの日から起算して2年：   
； を経過しない着であるとき。  
：七 申請者が、第37条の11において準用：  

： する第37条の10第1項の規定により指；   
二ご 

：＿ 

‥、 

二．＿． 
し 

八該当す  

－
一
〇
の
－
 
 



！ 画を記載した畜類  
：十－・一 申請者が令第3′7粂のユ1において  
； 当毎月］する令第37条の3各号に該当しな  
ミ  いものであることを誓約する書面  
：十二 公表に関する苦情を処理するために  
… 講ずる措置の概要  
；十三 その他指定に関し必要と認める事項  
l  

：（⑫）  

；（指定情報公表センターの指慮の基準）  

：第140粂の48において準層する第14条  
；の36 令第37条の11において準用す  
：る令第37条の3第2号に脱走する厚生労  
；働省令で定める基準は、職員、設備、情報  

：公表事務の実施の方法その他の情報公表事  
ま 務の実施に関する計画が、情報公表事務の  
；公正かつ適確な実施のために．適切なもので  

：あることとする。  
I  

；（⑬）  

；第140粂の48において準用する第140  
‡条の36第2項 令第37粂の1．1におい  
；て準用する令第37粂の3第3号に規定す  
三 る厚生労働省令で定める構成員は、次に掲  
：げる法人の種類に応じ、当紋各号に定める  

；者とする。  
：一一 民法（明治29年法律第89号）第3  

る者があるとき。  

l  l  

（指定情報公表センターーの指定の公示等）  

第こi7条の11において準用する第37条の4： l   
都道府：県知事は、指定情報公表センターの指：   

定をしたときは、当該指定情報公表センター；   
の名称及び住所並びに情報公表事務を行う事三   
務所の所在地を公示しなければならない。 

l  

t  

第37条の11において準用する第：i7粂の1：   
0 都道府県知事は、指定情報公表センター三   
が次の各号のいずれかに該当するときは、当…   

該指定情報公表センターに対し、その指定を：   

取り消し、又は期間を定めて情報公表事務の；   
全部若しくは一部の停止を命ずることができ：   

る。  
一 指定情報公表センター鵬が、不正の手段にご   

より、法第115粂の36第1項の指定を‡  
受けたとき。  

l  二 指定情報公表センターが、第37条の1；   
1において準用する第37条の3第1号、：   
第5弓一、第6号及び8号のいずれかに該当呈  

するに至ったとき。  

－
．
n
可
－
 
 

指定情報公表センターーーが、第37条の1喜  
1において準用する第37条の4第2項又：  
は第37条の6第1項の規定に違反したと‡   
き。  

四 指定情報公表センターが、第37粂の1  
1において準用する第37粂の5第3項、   
第37条の6第2項又は第37条の8の規   
定による命令に違反したとき。  

五 指定情報公表センターが、第37条の1  
1において準用する第37粂の6第1項の   
認可を受iナた情報公表事務規程によらない   
で情報公表事務を行ったとき。   

4条の規定に基づき設立された法人 社  

員   

合名会社、合資会社又は合同会社 社  

員   

株式会社 株主  
：四 その他の法人 当該法人の種類に応じ：  

て前3号に定める者に類するもの   
I  

I 

；（⑭）  

；第140条の48において準用する第140： l  

：条の36第3項 令第37粂の11におい：  
‡て準用する令第37条の3第4号に規定す；  

：る厚生労働省令で定める基準は、次に掲げ：   

指定情報公表センターが、情報公表事務  
に関し著しく不適当な行為をしたとき。  

2 都道府県知事は、第37条の11において   
準用する前項の規定により指定を取り消し、  



：又は情報公表事務の全部若しくは一部の停止：  ：るものとする。  
；を命じたときは、その旨を公示しなければな；  ：一・▲一一  指定を受けようとする者が調査を行お…  

：らない。 とする介護サービスを自ら提供していな：  
l 

∃  

l  

l  

l  いこと。  
l  

l 

I I 

l  l  

は、他の事業の経理と区分して行うもの；   
t  

l  l  

I  

l  

f 

l 

l  

l  とする者の行う他の事業が情報公表事務：  
I 

l l  

I 

† l  

I 
I I 

l   

：∠前項の指定は、都道府県の区域ごとに、その  
j臣右を受けようとする者の申請により、当該都  
．凝府県知二黎が行う。  

田     ■■●■l■■■l■■t■■■■■■■■■t■■●■■■■●●■●■●■■■■■■●●■●■■■■●  

ニラ弟115条の30第3項及び第115条の3  
2から前条までの規定は、指定情報公表センタ  
、一一一について準用する。この場合においてこれら  

ぴ）規定日】「調査事務」とあるのは「情報公表事  

、「指定調査機関」とあるのは「指定情  

センター＿jと、「職員（調査員を含む。  
同頃において同じ。）」とあるのは「職員」と読  
み梓えるものとするほか、必要な技術的読替え  

は、政令で定める。  

準用規定の内容 

第】15条こう6において準用する第115条の：  ■  

3項都道府県は、地方自治法第22：  
規定に基づき情報公表事務に係る手数；  

収する場合においては、第115粂3；  

項の規定により指定情報公表センター：  

情報公表事務に係る第115粂の29：  
の報告を行おうとする者に、条例で定；  

ー
一
〇
0
0
－
 
 
 



ナノ．）るところにより、当該手数料を当該指定情  

用公表センター叫に納めさせ、その収入とする  

ニとができる∪  

秘密保持義務等）  

1】＿5条：う（うにおいて準用する第115条の  

ニi2指定情報公表センター （その者が法人  

である・！瑞′含にあっては、その役員。第115  
了ノ仁（り‘ぅ（、ノ圭‾キ‘うユ別′おいて準川すア次J宥におい  

115デf。3〔）において準用うる第115条の  

：；2第2項指定情緒公表センター及びその  
咽けで情報公表事務に従事する者は、刑法そ  

・／）他〔リ；甘則の適川については、法令により公  

沃に従草する職員とみなす。  
マ   

帳簿の備付け等）  
（Ⅸ）   

115条ニう（iにおいて準用する第115条の  （法第1．15条の36第こi項において準用する   
ニ；ニi甘う‘に情報公表センターーは、厚  法第115条の3こiの厚生労働省令で定める   
丁トぐ肯1リるところにより、情報公表  事項）   

トニて匠填で （Ⅸ）厚生労働省令で定めるも  第140条の47 法第1二15条のこ】6第3項   
し／一斗記載した帳簿を備え、保存しなければな  において準用する法第115条の33の厚生  
L）／■二1：いし  労働省令で定める事項は、次に掲げるものと  

する。  
－－一介護サーービスの報告を受理した年月日  

二介護サービス情報の公表を行った年月日  

三指定情報公表センターの指定に係る審査  

に関する事項  

l t  

；（参考）準用規定の内容 

I 

I l  

‡第140粂の48において準用する第140：  

：粂の40第2項前項各号に掲げる事項が：  
；電子計算機に備えられたファイル又は磁気；  
：ディスクに記録され、必要に応じ指定情報：  

…公表センターにおいて竃子計算機その他の；  
：機器を用いて明確に紙面に表示されるとき：  

（
 
∵
－
ノ
 
 

ー
」
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－
 
 
 



巨  ：は、当該記録をもって、「帳簿（第140条：   
‡の45に規定する帳簿をいう。以下この粂；  
；において同じ。）への記載に代えることがで：  

：情報公表事務の全部を廃止するまで保存し； ロ  

：なければならない。 

－
一
一
〇
－
 
 
 



－ ■ ■ 一 ▲■ ■ ◆● － ■ ■ － ■ ■ － ■ ■ ■ － － 一■ － ■ －■、一 － －－ 一 一一 一′ － u t－ －－ －－ － － － － －■ ■一■ － －● ■一 一 一  

：（参考）準用規定の内容  ●■■■■■■●■■■■■●■■■■t■■……■－－一一■＝＝■■儀■■■●■■■●                                                義l          ：  

（指定情報公表センター）  

第37条の11において準用する第37粂の4；   
第2項 指定情報公表センター は、その名呵   

若しくは住所又は情報公表事務を行う事務所：   
の所在地を変更しようとするときは、変更し： l   
ようとする日の2週間前までに、その旨を都：   
道府県知事に届け出なければならない。  

■■■■■■■■■■●■■■■●■■■■■■■●■■tt■■●■■＝■－■一一一一－…■1－  

第37条の11において準用する第37条の4： l   
第3項 都道府県知事は、第37条の11に：   
おいて準用する前項の規定による届出があっミ   
たときは、その旨を公示しなければならない0‡  

■● ■■■■■■■■■t●t■■■1●■■■■■■■■■■＝■■■■■■■■●＝＝■押  

」  
（調査の方法）  

第37条の11において準用する第37粂の5； l   
指定情報公表センター・・ は、公正に、かつ、都：   
道府県知事が毎年定める情報公表事務に閲す；   

る計画に従い、情報公表事務を行わなければ：   

ならない。  
■■■●＝■■＝＝■t■■■け●■■■■●■●■■一一…‥－●－■一一一一－■1－                                                                                               1  

I 第37条の11において準用する第37条の5こ   
第2項 第37条の11において準用する前：   
項の計画には、情報公表事務の対象となる介；   
護サー ビス事業者（法第1．15条の29第1：  
t  項に規定する介護サービス事業者をいう。）の：   

名称、調査を行うべき時期その他の（⑮）厚：   
生労働省令で定める事項を記載するものとす：   

る。  

－
一
一
一
－
 
 

●■■ ■■ ■■ ■■■t■■ ● ■ ■＝＝■1■■t■ ■ ■ ■●t●■■ ■ ■■■■t■ ■■■■  

（令第37条の11において準用する令第37   
条の5第2項の厚生労働省令で定める事項）  

（⑮）  

第140条の46 令第37粂の11において   
準用する令第37粂の5第2項の厚生労働省   
令で定める事項は、次に掲げるものとする。   

一 計画（令第37条の1】において準用す  
る令第37条の5第1項の計画をいう。）の  

期間   
二 介護サービス事業者ごとの公表を行う月   

三 報告の受理に関する事項   
四 指定調査機関の審査に関する事項   
五 その他都道府県知事が必要と認める事項   

■ ■ ■ ■」■ ■ ■ ■ ■ ■ t ■l■ ■ t ■●■■ ■ ■ ■ tl■ ■ ● ■ ■ tl■ ■■ ■ ●l■l■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■l■ ■   ■■■←■－■一－■■←■－■－……－■－■t■■■■■■■●■■●t■■■■■■■■■l■  

I 第37条の11において準用する第：37条の5；  



第3項 都道府県知事は、情報公表事務の方：   
法が適当でないときは、指定情報公表センタ…   

一に対し、その方法を改善すべきことを命ず；   
ることができる。  

■■■●●－●一一一＝■■■■■l■●＝■■●■■＝＝■■■■■■■■■■■■■■●t■  

（情報公表事務規程）  

第37条の11において準用する第37条の6：  
l  指定情報公表センターは、情報公表事務の；   

開始前に、（⑩）厚生労働省令で定める情報公：   
表事務の実施に関する事項について情報公表；   
事務規程を定め、都道府県知事の認可を受け：   
なければならない。これを変更しようとする；   

ときも、同様とする。  

■■●■■■ ■t● ■■l■■■■l■ ■ ■ ■ ＝ ■t■■ll■■● ●■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■● ■■ ■ ■l■ ■■ ■  

（情報公表事務規程の記載事項）  

（⑯）  

第140粂の45 令第37粂の11において   
準用する令第37粂の6第1項の厚生労働省   
令で定める事項は、次に掲げるものとする。   
一 情報公表事務を行う時間及び休日に関す  

る事項   

二 情報公表事務を行う事務所に関する事項   
三 手数料の収納の方故に関する事項   

四 情報公表事務の実施の方法に関する事項   
五 情報公表事務に関する帳簿（法第115   
粂の36第3項において準用する法第11  
5条の33に規定する帳簿をいう。）の管理  
に関する事項   

六 その他情報公表事務の実施に関し必要な  
事項   

：第37条の11において準用する第37条の5；  
：第2項 都道府県知事は、第37条の11に；  
：おいて準用する前項の規定により認可をした；  
：情報公表事務規程が情報公表事務の公正かつ；  

：適確な実施上不適当となったと認めるときは、；  ー
一
一
N
－
 
 

指定情報公表センターに対し、  
べきことを命ずることができる。  

これを変更す…  
l  

（改善命令）  

l …第37粂の11において準用する第37粂の8：  
； 都道府県知事は、指定情報公表センターが：  
；第37条の11において準用する第37粂の；  
：3第2号から4号までのいずれかに貢亥当する； l 
，、．．1 ：に至ったと認めるときは、指定情報公表セン：  
；タ一に対し、情報公表事務の運営を改善する；  
：ために必要な措置を採るべきことを命ずるこ：  
：とができる。  

：第37粂の11において準用する第37条の9：   

； 都道府県知事は、法第115条の36第3；  

らない。  



員養成研修等の経過措置）  奄
 
 
 

調
2
令
 
 

（
 第

 
 

2条 次に掲げる者は、調査員養成研修（新  
第37条の7第ユ項に規定する調査員養成研  

修をいう。以下この条において同じ。）この課程  
を修了している者とみなし、同項の規定により  
当該都道府県の調査員名簿（同項の調査員名辞  

をいう。）に登録するものとする。  
この政令の施行の際限に調査員養成研修に   

相当する研修として都道府県知事が公示する   
もの（以下この号及び次号において「適格研   
修」という。）の課程を修了したことにつき、   
当該適格研修を行った者から該当適格研修の   
課程を修了した旨の証明書の交付を受けてい   

る者  

二 この政令の施行の際限に適格研修を受講中   
であり、この政令の施行後当該適格研修の課   

程を修了したことにつき、当該適格研修を行   

った着から該当適格研修の課程を修了した旨   
の証明書の交付を受けている者  

別表第：l， （第140条の31、第1∠壬0粂の   
（略）  

別表第2 （第140条の31、第140粂の   
33関係  （略）  
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センターに関し  公表  

る。  様式第13号（第140粂のム12関係）  

（略）   

定
 
 

′
じ
 
 

合
 
 

■
l
－
 
 

－
・
【
 
 
 
 
∴
－
－
・
 
 

【
 
 
†
 
r
l
 
 
 




